
  CHAPTER 2  北九州市の財政状況 
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歳 入 決 算 額 の 推 移 

 
28

 / 
10

 / 
20

13
 

K
IT

A
K

Y
U

S
H

U
  I

R
  2

0
13

   
  

8 

歳入決算額の推移（普通会計） 

（年度） 

（億円） 

市税収入の減を受けた市債発行の増などにより、歳入規模は２年ぶりに増加。 



市 税 収 入 額 の 推 移 
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固定資産税や都市計画税、環境未来税※の減収等により、市税収入は２年ぶりに減少。 

一方、市税収入率は、96.5％と前年度に比べ0.3ポイント上昇し、昨年度に引き続き向上。 

市税収入額の推移（普通会計） 

（億円） 

※ 環境未来税（H15.10創設）～企業の経済活動をリサイクル、減量化に誘導～ 

 ・環境施策を積極的に推進するための法定外目的税 
 ・廃棄物の中間処理には課税せず、最終処分で課税 



市 債 発 行 額 と 市 債 依 存 度 の 推 移 
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 市債発行額と市債依存度の推移（普通会計） 

地方交付税の振替えである臨時財政対策債を除く市債発行額は399.3億円で、

歳入全体に占める市債の割合は7.5%。 

臨時財政対策債を含む発行額は702.4億円で、昨年度から9ポイント増加。 

臨時財政対策債を除く市債 

臨時財政対策債 

市債依存度（臨時財政対策債を除く） 

137 

7.5% 



歳 出 決 算 額 の 推 移 
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歳出決算額の推移（普通会計） 

義務的経費は、扶助費及び公債費の増加により過去最高額に。 

人件費については、共済費の減などにより、前年度に引き続き600億円台で減少を継続。 

投資的経費は、直近10年で縮減傾向。 



義 務 的 経 費 比 率 の 政 令 市 比 較 
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● 24年度歳出決算に占める 

  義務的経費の割合（普通会計） 

政令市名 人件費 

1 福岡市 10.3 

2 仙台市 10.6 

3 札幌市 11.7 

4 北九州市 13.1 

5 大阪市 13.7 

6 横浜市 14.0 

7 広島市 14.2 

8 堺市 14.4 

9 新潟市 15.0 

10 千葉市 15.4 

11 京都市 15.7 

12 静岡市 16.1 

12 神戸市 16.1 

14 浜松市 16.2 

15 川崎市 16.3 

16 名古屋市 16.4 

17 相模原市 16.9 

18 さいたま市 17.1 

18 岡山市 17.1 

20 熊本市 17.2 

政令市名 
義務的経費 
比 率 

1 仙台市 35.0 

2 新潟市 43.9 

3 福岡市 47.6 

4 北九州市 48.3 

5 静岡市 48.6 

6 相模原市 50.8 

7 浜松市 50.9 

8 さいたま市 51.2 

9 札幌市 51.6 

10 京都市 52.0 

11 横浜市 52.2 

12 広島市 52.5 

13 千葉市 52.9 

14 川崎市 53.7 

15 神戸市 54.1 

16 堺市 55.0 

17 名古屋市 55.4 

18 熊本市 57.4 

19 岡山市 57.7 

20 大阪市 58.3 

政令市名 扶助費 

1 仙台市 13.9 

2 新潟市 18.2 

3 静岡市 18.3 

4 浜松市 20.5 

5 千葉市 21.8 

6 北九州市 22.4 

7 さいたま市 23.0 

8 神戸市 23.1 

9 福岡市 23.4 

10 名古屋市 24.4 

11 川崎市 24.9 

11 京都市 24.9 

13 横浜市 25.2 

13 相模原市 25.2 

15 広島市 25.9 

16 岡山市 26.1 

17 熊本市 28.3 

18 大阪市 29.3 

19 札幌市 29.6 

20 堺市 31.0 

政令市名 公債費 

1 相模原市 8.7 

2 堺市 9.6 

3 札幌市 10.3 

4 仙台市 10.5 

5 新潟市 10.7 

6 さいたま市 11.1 

7 京都市 11.4 

8 熊本市 11.9 

9 広島市 12.4 

10 川崎市 12.5 

11 北九州市 12.8 

12 横浜市 13.0 

13 福岡市 13.9 

14 静岡市 14.2 

14 浜松市 14.2 

16 岡山市 14.5 

17 名古屋市 14.6 

18 神戸市 14.9 

19 大阪市 15.3 

20 千葉市 15.7 

義務的経費比率は低水準を維持、政令市中で第4位。 

給与減額の取組･･･国と同様H25.7月より実施。最大9.87%の給料減額のほか、
管理職手当、期末･勤勉手当、地域手当、時間外手当等減額を実施。 



公 債 費 の 推 移 
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 歳出に占める公債費、公債費割合の推移（普通会計） 

公債費は、臨時財政対策債の増加に伴い、引き続き高い水準で推移することが予想される。 



市 債 残 高 の 推 移 
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 市債残高の推移（普通会計） 

臨時財政対策債を除く残高 臨時財政対策債残高 

近年の投資的経費の縮減効果により、       

臨時財政対策債を除く市債残高は１９年度以降、減少。 

 （年度） 

（億円） 



健 全 化 判 断 比 率 と 地 方 債 届 出 制 度 の 活 用  
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区分 北九州市 早期健全化基準 

実質赤字比率 - 11.25% 

連結実質赤字比率 - 16.25% 

実質公債費比率 10.8% 25.0% 

将来負担比率 170.3% 400.0% 

【健全化判断比率】 

● 実質赤字比率 は、連結ベースを含め「比率なし」の黒字を確保 

● 実質公債費比率は、第７位（20都市中） 

● 将来負担比率 は、第13位（20都市中）  

                  順位は、良い方からの順位【速報値】 

 いずれも基準値を大きく下回っている。  

⇒財政規律を堅持し財政の健全性を維持 

● 本市 

● 本市以外の政令市 

【地方債届出制度 使用可能団体】 

大阪市 ● 

札幌市 ● 

● 名古屋市 

広島市 

● 

●千葉市 

● 横浜市 

京都市 

● 

● 川崎市 

● 仙台市 

    北九州市  

● 

●福岡市 

● 堺市 
● さいたま市 

●  

相模原市 

新潟市 ● 

● 岡山市 

● 静岡市 

● 浜松市 

● 神戸市 
熊本市 ● 



公 営 企 業 経 営 状 況 の 推 移 ①  
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 平成24年度企業会計決算は、上水道事業会計、工業用水道事業会計、病院事業会計の３会計
が損益収支の黒字を計上。病院事業会計は、16年ぶりに損益収支が黒字化。  

 資金不足の生じている会計はなし。 【資金不足比率】 (Ｈ24年度決算)･･･ - ％ 

2. 工水道 

  事業会計 

 全国で最も安い料
金を実現し、ものづ
くり産業を下支え。 

3.  交通 

   事業会計 

 経営計画（H23～
27年度）に基づき、
H24年度に料金改定
を実施。 

（単位：百万円）  １. 上水道 

  事業会計 

 政令市で３番目に
安い料金を実現。 



公 営 企 業 経 営 状 況 の 推 移 ②  
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4. 病院事業会計 

 損益収支が平成6年度以来18年

ぶりに黒字化。 

 平成20年1月に「経営改革プラ

ン」を策定し、経営改善を着実に

進めたことにより、平成23年度末

で不良債務を解消。 

5.  下水道 

    事業会計 

 景気の低迷、節水
意識の向上により、
使用料収入は減少傾
向。 

（単位：百万円）  

【経営改善の主な取り組み内容】・市立若松病院の民間譲渡 

               ・病床利用率や診療単価の向上等による診療収入の増加や増収対策 

               ・医薬品、診療材料等の購入価格の見直しによる経費節減 



外 郭 団 体 決 算 と 公 民 連 携 の 取 り 組 み 
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● 北九州市土地開発公社 
    H26.3月末での廃止の方針 

 新たな行財政改革の取り組みに
先駆け、平成25年度末で廃止の方
針。 

 公社の自己資金、土地開発基金
の活用等により借入金を返済。 

 

（2）市の関与の見直し（市職員従事の廃止、指定管理等の導入） 

         市派遣職員の削減：目標値 ▲20％（行革取組期間H19～25） 

         →削減状況：集中取組期間（H19～22）▲60人（▲34.7％） 

               行革取組期間（H19～25）▲86人（▲49.7％） 

【北九州市外郭団体経営改革プラン】 

      （外郭団体29団体対象） 

         集中取組期間：H19～22年度 
 

（1）外郭団体のあり方の見直し 

         廃止：6団体 

         存続団体：24団体 

 

● 公民連携の推進 

① 民営化、民間委託等の推進 
指定管理者制度の導入 
公の施設533施設うち280施設で導入済 

経費削減効果： 約31億円 
（平成15～24年度） 

② ＰＦＩ等による民間活力の導入 
文化ホール、図書館の一体整備において 
ＰＦＩ事業を導入 

経費削減効果： 約9億円 
（平成22～39年度） 

 役割を終えているものの廃止、
民間活用等機能の代替により、団
体の統廃合を実施。 

（単位：百万円）  

三セク債の発行なく清算予定 

● 地方三公社の決算状況 



こ れ ま で の 行 財 政 改 革 の 取 り 組 み 
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23年度決算：39億円 

29億円 

職員数の推移 

年度 

収支改善の取り組み 

22億円 10億円 

 
 特別会計剰余金 

     等の活用 
 公設老人施設の 

     民間譲渡 
 

      ほ か 

24億円 

 
 貸付金の 
  繰上償還 
 特別会計剰余金 
   等の活用 
        
     ほ か 

 
 職員数の削減 
 
 一般会計と 
 企業会計の負担 
  区分のあり方 
     見直し 
      ほ か 

 
 職員数の 
  削 減 
 事務事業の 
  見直し        
     
   ほ か 

24年度決算：46億円 

歳入の 

確 保  

歳出の 

見直し  

 平成20年度に策定した「北九州市経営プラン」のもと、これまでに市職員数の削減、事業の民営化･民間
委託の推進など、継続的に行革を実施。 

平成8 年4 月1 日時点の職員数からの削減状況 



H24.4 
 市から行財政改革 

 調査会へ諮問 

H24.7   

 

  議 事 

  第一次答申 
「官民の役割分担と持続的
な仕事の見直しの仕組み」 

H25.7 

     議 事 

  第二次答申 

 「公共施設のマネジ
メント」 

H25.7 

   議 事 

  第三次答申 

 「外郭団体改革」 

H25.10 

   議 事 

  最終答申 

 「簡素で活力ある 

市役所の構築」 

 

市としてできることから取り
組むとともに、新たな行財政
改革の計画を策定。 

今後の取り組み  「 北 九 州 市 行 財 政 改 革 調 査 会 」 
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厳しい財政状況の中でも、本市のまちづくりのビジョンをしっかりと描きつつ、未来志向で、 強めるべきとこ

ろは強めることが重要（｢選択と集中｣）。 

そのため、行政運営が効率的・効果的であるかを十分に検討し、今後の行財政改革の方針を定める。 

 
１．官民の役割分担と 
  持続的な仕事の見直しの仕組み 
 真に行政が担うべき仕事について見直すと共に、行政サービスとし
て実施する必要性･実施手法等について点検を行う仕組みをつくる。 

   

２．公共施設のマネジメント 
 市有建築物の全容を把握、分析し、全市的な視点で公共施設のあり
方等を検討する。 
 

３．外郭団体改革 
 外郭団体のあり方を見直すとともに、効率的・効果的な経営体制の
構築等について検討する。 

 

４．簡素で活力ある市役所の構築 
 地方分権の進展に的確に対応していくため、組織運営全般について

あり方を検討する。 

○ 新行財政改革の検討の柱 

              （諮問事項） 

《行財政改革調査会》 

基本方針 
中長期的な視点での行財政運営全般の見直し 

市民にわかりやすい行財政改革 



  CHAPTER 3  起債運営について 
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起 債 コ ン セ プ ト と Ｉ Ｒ の 取 り 組 み 
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 市場との対話を重視した、投資家に優しい起債運営に努めます。 

  

 これまでの起債 ＋ １（PLUS ONE）を目指し、日々商品性の向上に努めます。 

  

【20年債】 

 上下2期制主幹事方式（H24年度まで） → 年間主幹事方式の導入（H25年度～） 
   

  ・年2回の主幹事選定を通年にすることで、より機動的な起債運営が可能に。 

  ・年間を通じた、シームレスな起債運営、IR活動を目指す。 

 

【10年債】 

 シ団プレマ方式（H23年度まで）→ 競争型幹事方式の導入（H24年度～） 
   

  ・市場との対話により価格透明性が向上。 

  ・引受シェアに競争性を持たせることで、より多くの投資家層への販売を目指す。 

 

     ● 情報発信の新たな取り組み一例（H25年度～） 

        ・北九州市IRニュース（メールマガジン）の創刊          

        ・ホームページの充実 

        ・購入者アンケートの実施（20･10･5年限全てを対象） 
 

 

 

 

 

KC 
1 

KC 
2 

Kitakyushu Commitment 



平 成 2 5 年 度 起 債 発 行 計 画 
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【平成25年度起債発行予定額】1,253億円 

市場公募債 

銀行等 

引受債 

政府  

資金等 住民参加型 5年債 
10年債 

超長期債 

個別 共同発行 

5 200 200 300 200 304 44 

● 平成25年度  

 今後の市場公募債発行スケジュール 12月に10年債の発行を予定しています。 

（単位：億円）  

（単位：億円）  

11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

10年限 200 200 

共同発行 50 50 50 150 

計 50 200 50 50 350 



平 成 2 5 年 度 起 債 発 行 実 績 
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● 平成25年度 市場公募債発行実績 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 計 

住民参加型 5 5 

５年限 200 200 

20年限 100 100 200 

共同発行 100 50 150 

合 計 100 150 5 200 100 555 

（単位：億円）  

北九州市第15回 
公募公債 

【20年債】 

北九州市 
平成25年度第1回 

公募公債 
【住民参加型6年債】 

北九州市 
平成25年度第2回 

公募公債 
【5年債】 

北九州市第16回 
公募公債 

【20年債】 

条件決定日 Ｈ25.6.7 Ｈ25.7.8 Ｈ25.9.6 Ｈ25.10.2 

発行額 100億円 5億円 200億円 100億円 

表面利率(%) 1.667% 0.500% 0.312% 1.604% 

発行価額 100円00銭 100円00銭 100円00銭 100円00銭 

発行日 Ｈ25.6.17 Ｈ25.7.31 Ｈ25.9.27 Ｈ25.10.11 

償還日 Ｈ45.6.17 Ｈ31.10.25 Ｈ30.9.27 Ｈ45.10.11 

● 平成25年度 市場公募債（個別債）発行実績 

平成25年度は、6・10月に20年債、9月に5年債を全国型で発行、投資家との対話による丁寧な起債を意識。 

また、平成18年度以来7年ぶりとなる住民参加型市場公募債「北九州市50周年記念債」の発行を実施。 
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北九州市財政局財務部財政課 

〒803-8501 北九州市小倉北区城内1番1号 

TEL：093-582-2003 FAX：093-582-2070 


